
編 章 区分 種別 改　定　要　旨
総則 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）

第２章 独自基準 第１節　積算基準
積算基準 １－３　旅費交通費 一部 記載の変更。

一部 記載の削除。

（注）１～３ 一部 注釈内の記載を以下のとおり変更
「の費用とする」→「にかかる費用を含んでいる」

（１）旅費の率を用いた積算 一部 記載の削除。

（注）１～２ 一部 注釈内の記載を以下のとおり変更
「の費用とする」→「にかかる費用を含んでいる」

（２）率を用いた場合の宿泊料の積算 一部 記載の削除。
「職種毎の日当を控除し」

一部 表内の宿泊料算出式の変更
測量業務 「７．３Ⅹ－職種毎の日当」→「５．４Ｘ」
地質調査業務「 ６．６Ⅹ－職種毎の日当」→「４．７Ｘ」
土木設計業務 「９．１Ⅹ－職種毎の日当」→「７．２Ｘ」
調査、計画業務「 ９．１Ⅹ－職種毎の日当」→「７．２Ｘ」

一部 表注釈の追記。
（休日補正日数は除く）を追記。

１－３－３　旅費交通費の率を用いない積算
（４）旅費交通費等の積算例（滞在時）
４）往復旅行時間にかかる直接人件費 一部 記載の変更

第１編 第１章 適用基準 第１節 測量業務積算基準
測量業務 １－４ 測量業務費の積算方式

１－４－１ 測量業務費 一部

１－６ 安全費の積算 一部

第５節 河川測量
５－２ 測量幅
５－２－２ 河川横断（山地）測量幅 一部

運用基準 全部 削除（独自基準と結合）

第１編 第２章 適用基準 第４節 路線測量
測量業務 ４－１ 路線測量

４－１－１ 作業計画～４－１－３ 伐採 一部 所要日数、延人日数の改定

４－１－５ 線形決定～４－１－１０ 横断測量 一部 所要日数、延人日数の改定

第１２節 機械経費等
１２－１ 機械経費，通信運搬費等，材料費

一部 機械経費率、材料費率の改定（改定数64作業）

運用基準 全部 削除（独自基準と結合）

第２編 第１章 適用基準 第１節 地質調査積算基準
１－２ 地質調査業務費
１－２－２ 地質調査業務費構成費目の内容

業務委託積算基準（令和3年10月1日）改定一覧

改定項目

「ただし，現地条件等により，１－３－１，１－３－２に
よりがたい事象の発生や業務の設計変更が生じた場
合は，当初設計分も含めて１－３－３を適用する。」
→「ただし，現地条件等により，１－３－１，１－３－２
によりがたい場合は，１－３－３を適用する。なお、旅
費交通費の積算にあたっては、「職員の旅費に関す
る条例」及び「職員の旅費に関する条例施行規則」
によるものとする。」

１－３－１　旅費交通費の率を用いた積算（宿泊，滞在を
伴わない業務の場合） 「設計変更により業務が適用対象外となった場合，

当初設計分も含め１－３－３を適用する。」

「往復旅行時間にかかる直接人件費計 ＝ 40,000
＋ 29,700×2 ＋ 29,500×2 ＝ 158,400 円」→「往
復旅行時間にかかる直接人件費計 ＝ 40,000 ＋
30,700×2 ＋ 29,600×2 ＝ 160,600 円」

１－３－２　旅費交通費の率を用いた積算（宿泊，滞在を
伴う業務の場合）

「設計変更により業務が適用対象外となった場合，
当初設計分も含め１－３－３を適用する。」

「設計変更により業務が適用対象外となった場合，
当初設計分も含め１－３－３を適用する。」

「測量技師補 ＝ 29,700 × 1 ＝ 29,700 円」→「測
量技師補 ＝ 30,700 × 1 ＝ 30,700 円」
「測量助手 ＝ 29,500 × 1 ＝ 29,500 円」→「測量
助手  ＝  29,600 × 1 ＝ 29,600 円」

測量幅の説明文に移行を追加「ただし，水深が１ｍ
以上の場合，測量幅はＢ－Ｗとし，Ｗは水面幅とす
る。」

測量業務標準歩
掛

（１） 測量業務標準歩掛における各費目の直接人件費
に対する割合

地質調査
業務

地質調査積算基
準

測量業務積算基
準 ２．成果検定費に以降を追記「また，電子納品検定

料も必要に応じて測量成果検定料に計上すること」

（１）交通誘導員等に…の安全費算定式の語句の修
正（成果検定費→成果検定費等）
注釈に以降を追記「３．成果検定費等には登記手数
料を含む」
表－２ 安全費率の注釈の語句追記（率の数値基準
を明記）
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

業務委託積算基準（令和3年10月1日）改定一覧

改定項目
（１） 一般調査業務費
1) 純調査費
ﾆ) 安全費 全部

１－４ 安全費の積算 全部 新設

独自基準 第2節　機械ボーリング（地質ボーリング・岩盤ボーリング）
２－８　その他
２－８－１　電子成果品作成費 一部 文言の修正

「２－７－２単価の設定　表２．７．１の」追記

運用基準 全部 削除（独自基準と結合）

第２編 第２章 適用基準 第２節 機械ボーリング（土質ボーリング・岩盤ボーリング）
２－３ サウンディング及び原位置試験
２－３－１ 適用範囲
１．市場単価が適用できる範囲 一部 試験の名称変更

２－３－３ 市場単価の設定
２．市場単価の規格・仕様区分 一部 試験の名称変更

２－３－４ 適用に当たっての留意事項 一部 試験の名称変更

２－３－５ 日当たり作業量
一部 試験の名称変更

２－４ 現場内小運搬
２－４－３ 市場単価の設定
４．間接調査費の算出 一部 注釈の記載変更

２－６ その他間接調査費
２－６－５ 日当たり作業量
表２．６．３ その他間接調査費の日当たり作業量 一部 種別の記載変更

「準備跡片付け」　→　「準備及び跡片付け」

２－７ 解析等調査業務
２－７－２ 単価の設定
１．単価の構成と範囲
１－４．総合解析とりまとめ
(1)業務の範囲 一部 ただし書き（業務に含まれないもの）に以下を追加

(2)試験種目数別の補正 試験の名称変更

第３節 弾性波探査業務
３－４ 解析等調査業務費及び直接調査費

直接調査費 一部 注釈の追加

３－５ 間接調査費
３－５－１ 準備費
発 破 法 一部 注釈の追加

スタッキング法 注釈の追加

「プレッシャーメータ試験（孔内水平載荷試験）」　→
「孔内載荷試験（プレッシャーメータ試験・ボアホー
ルジャッキ試験）」

「プレッシャーメータ試験（孔内水平載荷試験）」　→
「孔内載荷試験（プレッシャーメータ試験・ボアホー
ルジャッキ試験）」

「プレッシャーメータ試験（孔内水平載荷試験）」　→
「孔内載荷試験（プレッシャーメータ試験・ボアホー
ルジャッキ試験）」

表２．３．３ サウンディング及び原位置試験の日当た
り作業量 「プレッシャーメータ試験（孔内水平載荷試験）」　→

「孔内載荷試験（プレッシャーメータ試験・ボアホー
ルジャッキ試験）」

記載を以降のとおり簡略「安全費は，業務における
安全対策に要する費用である」

主として現道上で連続的に行われ，且つ安全対策
が必要となる場合を対象とし，当該地域の安全費率
を設定

「機械ボーリング」→「第2節機械ボーリング（土質
ボーリング・岩盤ボーリング」

地質調査
業務

地質調査標準歩
掛等

「調査箇所が同一の場合は測線長を合計した測線
延長，調査箇所が離れており移動に時間を要する場
合は測線延長毎に補正係数を算出するものとす
る。」

「調査箇所が同一の場合は測線長を合計した測線
延長，調査箇所が離れており移動に時間を要する場
合は測線延長毎に補正係数を算出するものとす
る。」

「架設日数は」　→　「供用日数の算定に当たって
は」

3)地質図の作成（別途，地質，地表踏査が必要なも
の）

「プレッシャーメータ試験（孔内水平載荷試験）」　→
「孔内載荷試験（プレッシャーメータ試験・ボアホー
ルジャッキ試験）」

３－４－１ 発破法及びスタッキング法標準歩掛（受振点
間隔５ｍ）

「調査箇所が同一の場合は測線長を合計した測線
延長，調査箇所が離れており移動に時間を要する場
合は測線延長毎に補正係数を算出するものとす
る。」
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

業務委託積算基準（令和3年10月1日）改定一覧

改定項目

独自基準 第５節　地すべり調査
５－３　移動変形調査
５－３－５　水位計
（１）自記水位計設置
第１表　自記水位計設置 一部 歩掛の変更

「フロート」削除
消耗品費「上記材料費の9%→10%」

（２）自記水位計観測
第２表　自記水位計観測 一部 歩掛の変更

「月当り」→「１基１回当り」
地質調査技師、地質調査員「1.0×観測回数」→

（注）削除

（３）自記水位計資料整理
第３表　自記水位計資料整理 一部 歩掛の変更

「１孔・１回・月当り」→「１ヶ月／１孔月当り」
地質調査技師「0.1」→「0.2」

５－３－６　携帯用触針式水位計観測
第４表　携帯用触針式水位計観測 一部

５－３－７ 携帯用触針式水位計資料整理
第５表　携帯用触針式水位計資料整理 一部 歩掛の変更

「１孔・１回・月当り」→「１カ月／１孔／１回当り」
地質調査員「0.5」→「0.2」

５－３－８　地下水検層
（１）地下水検層観測
第１表　地下水検層観測１孔当り 歩掛の変更

「（深度30m以内）」追記
「ピックアップ」→「検層コード」
「比抵抗測定器 ME-48 150点」→「測定器　150点切
「エアポンプ（揚水ポンプ）」追記

運用基準 全部 削除（独自基準と結合）

第３編 第２章 適用基準 第１節 共通
１－３ 公開成果品作成 全部 新設

第７節 一般構造物設計
７－２　擁壁・補強土
７－２－２ 逆Ｔ式擁壁，重力式擁壁詳細設計
（１）標準歩掛
2)重力式擁壁 一部

運用基準 全部 削除（独自基準と結合）

第４編 第１章 適用基準 第２節 洪水痕跡調査業務
２－６ 標準歩掛
現地踏査、現地確認作業、痕跡測量、点検整理 一部 補足の追加　「（流心延長）」

第５節 水文観測業務
５－１ 水文観測所保守点検業務積算基準（案）
５－１－６ 現地調査 一部 注釈の追加

５－１－７ 定期保守点検
（４）定期保守点検作業工数の算定 一部 注釈の追加

５－１－９ 総合保守点検
（１）総合保守点検作業工数の算定 一部 注釈の追加

（注）「１．消耗品には木杭、ペン、ワイヤ等を含む。
２．重錘用の縦孔が必要な場合の掘削費は別途計
上する。」→「消耗品には木杭を含む」

「水位計」→「水位観測器」、「基・日」→「日」、「30.0
×基数」→「観測期間」

（注）「資料整理は水位変動図作成及び考察とす
る。」→「資料整理の実施頻度に応じて次の補正係
数を乗じて積算のこと。」

以降の語句を追記「なお，構造が異なり連続しない
擁壁を複数設計する場合は，各箇所で計上する」

調査、計
画業務

調査、計画業務
標準歩掛

「※移動コースにかかる工数の算出は，「参考資料
の１－３－３ 旅費交通費の率を用いない積算」を適
用する。」

「２．移動コースにかかる工数の算出は，「参考資料
の１－３－３ 旅費交通費の率を用いない積算」を適
用する。」

（注）「１．労務費は現地機器点検、データ整理を含
む。」削除

（注）「）資料整理は水位変動図作成及び考察とす
る。」→「資料整理の実施頻度に応じて次の補正係
数を乗じて積算のこと。」

（注）「１．深度が30m を超える場合は、労務費を3 割
増しとする。２．原則、測定は0.25m ピッチとし、測定
間隔は投入直後、5 分、10 分、20 分、30 分、60
分、120 分、180
分及びバックグランド１回とする。」→「１．消耗品に
は、ホース、ドラム缶等を含む。２．調査深度により次

土木設計
業務

土木設計業務等
標準歩掛

「２．移動コースにかかる工数の算出は，「参考資料
の１－３－３ 旅費交通費の率を用いない積算」を適
用する。」
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

業務委託積算基準（令和3年10月1日）改定一覧

改定項目
運用基準 全部 削除（独自基準と結合）

第５編 第１章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
急傾斜調査

独自基準 第1節　急傾斜地調査積算基準
１－４　急傾斜地調査業務費の積算方式
１－４－１　測量業務費の積算方式 一部 参照基準の変更

一部 参照基準の変更

第3章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）

独自基準 第２節　簡易貫入試験
２－２　電子成果品作成費 全部 新設

第6編 第1章 適用基準 第６ 建物等の調査
５建物等の法令適合性の調査及び算定 一部

表6－13 一部 語句の削除（第62条を削除）

６ 工作物の調査
（３）附帯工作物（敷地内の立竹木を含む） 一部 標題、文章の語句の変更

イ附帯工作物の区分 新規 表6－23の説明文を追加

新規 表6－24の説明文を追加

表6－24 一部 区分　独立工作物の人工変更

ハ独立工作物の見積 新規 新設

別表
設計数量表示単位一覧表 一部 種別　独立工作物の追加

運用基準 全部 削除（独自基準と結合）

第７編 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
下水道

第８編 第８－1編 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
港湾

独自基準 第１編　設計等業務
　１節　設計等業務
　　２．積算価格の内訳
　　　２－２　業務委託料の積算
　　　　２－２－１　建設コンサルタントに委託する場合
　　　　　１）業務委託料の積算方式 全部 記載の追加

第２編　測量・調査等業務
　１節　測量業務
　　２．積算価格の内訳
　　　２－３　測量業務費の積算方式 全部 記載の追加

　４節　磁器探査業務
　　２．積算価格の内訳
　　　２－３　磁気探査業務（工事） 費の積算方式 全部 記載の追加

　５節　潜水探査業務
　　２．積算価格の内訳
　　　２－３　潜水探査工事の積算方式 全部 記載の追加

　６節　海象観測装置定期点検・保守業務
　　２．積算価格の内訳
　　　２－３ 海象観測装置定期点検・保守業務の積算方式 全部 記載の追加

　　参考資料－１ 気象・海象調査
　　２．　積算価格の内訳
　　　２－３　調査費の積算方式 全部 記載の追加

第３編　土質調査業務
　１節　土質調査業務
　　２．積算価格の内訳
　　　２－３　土質調査の積算方式 全部 記載の追加

第８－２編 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
漁港漁場整備

独自基準 第１編　設計等業務
　１節　設計等業務
　　２．積算価格の内訳
　　　２－２　業務委託料の積算
　　　　２－２－１　建設コンサルタントに委託する場合
　　　　　１）業務委託料の積算方式 全部 記載の追加

第２編　測量・調査等業務
　１節　測量業務
　　２．積算価格の内訳

急傾斜地調査標
準歩掛

用地調査
等業務

用地調査等業務 語句の削除（第62条（準防火地域内の建築物）を削
除）

ロ附帯工作物（敷地内の立竹木含む）の調査及び算
定

急傾斜地調査積
算基準

「業務委託積算基準第１編第１章測量業務積算基
準」→「業務委託積算基準第１編測量業務」

１－４－２　地質調査業務費（地すべり調査業務費を含
む）の積算方式 「業務委託積算基準第２編第１章地質調査積算基

準」→「業務委託積算基準第２編地質調査業務」

港湾・漁港
漁場整備
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

業務委託積算基準（令和3年10月1日）改定一覧

改定項目
　　　２－３　測量業務費の積算方式 全部 記載の追加

　４節　磁器探査業務
　　２．積算価格の内訳
　　　２－３　磁気探査業務（工事） 費の積算方式 全部 記載の追加

　５節　潜水探査業務
　　２．積算価格の内訳
　　　２－３　潜水探査工事の積算方式 全部 記載の追加

　６節　海象観測装置定期点検・保守業務
　　２．積算価格の内訳
　　　２－３ 海象観測装置定期点検・保守業務の積算方式 全部 記載の追加

　　参考資料－１ 気象・海象調査
　　２．　積算価格の内訳
　　　２－３　調査費の積算方式 全部 記載の追加

第３編　土質調査業務
　１節　土質調査業務
　　２．積算価格の内訳
　　　２－３　土質調査の積算方式 全部 記載の追加

第９編 第１章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
空港 空港

独自基準 第２節　設計業務
第３節業務委託料の積算
３－１（１）業務委託料の積算方式 一部 ・業務価格の端数処理について追加

第１０編 第１章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
農業農村 総則
整備

第２章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
調査

適用基準 設計業務等標準積算基準書
第２編　地質調査業務
第１章　地質調査積算基準
第１節　地質調査積算基準
１－４　安全費の積算 一部 安全費の新設

第２章　地質調査標準歩掛等
第２節　機械ボーリング（土質ボーリング
・岩盤ボーリング）
２－３　サウンディング試験及び原位置試験 一部 適用範囲等の改定

第３章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
測量

適用基準 設計業務等標準積算基準書
第１編　測量業務
第１章　測量業務積算基準
第１節　測量業務積算基準
１－６　安全費の積算 一部 登記手数料扱いの改定

第２章　測量業務標準歩掛
第２節基準点測量 一部 機械経費率、材料費率の改定

第３節水準測量 一部 歩掛、機械経費率、材料費率の改定

第４章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
設計

適用基準 土地改良工事積算基準（調査・測量・設計）
Ⅴ　積算参考歩掛
設計業務等の積算参考歩掛
第１　設計業務等の積算参考歩掛の取扱い 一部 定義の改定

第２　設計業務積算参考歩掛
７　ほ場整備 一部 補正値nの留意事項追加

８　畑地かんがい施設 一部 補正値nの留意事項追加

９　営農飲雑用水施設 一部 補正値nの留意事項追加

第６章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
記録映像製作

第７章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
機能診断

第８章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
用地測量

第９章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
用地調査

第１１編 第１章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）

森林整備 総則

第２章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
地質調査業務

独自基準
　　第1章　地質調査積算基準
第2部　地質調査業務
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

業務委託積算基準（令和3年10月1日）改定一覧

改定項目
新設

第３章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
測量業務

独自基準 一部 直接経費に労務費を追記

一部 注釈の追記

一部 適用範囲の改定

改定 用地横断幅杭設置を簡易横断幅杭設置に語句修正

一部 簡易中心線測量を削除
簡易縦断測量を削除
簡易横断測量を削除

新設 簡易中心測量を参考歩掛として新設
簡易縦断測量を参考歩掛として新設
簡易横断測量を参考歩掛として新設

一部 簡易山腹平面測量を削除
簡易山腹縦断測量を削除
簡易山腹横断測量を削除

新設 簡易山腹平面測量を参考歩掛として新設
簡易山腹縦断測量を参考歩掛として新設
簡易山腹横断測量を参考歩掛として新設

第４章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
設計業務

独自基準

一部 歩掛の改定
注釈2を適用する

第５章 運用基準 全部 削除（独自基準と結合）
計画書作成等
業務 独自基準

平成30年8月28日付け森第789号　により運用されていたものを

新設 基準書に記載

　　　１－５　安全費の積算

　1-4　適用に当たっての留意事項

第4　路線測量
　4-10　一車線林道測量

第1章　測量業務積算基準
　1-2　測量業務費

　1-3　測量業務費の積算方法
　　1-3-4　技術管理費の積算

　　7-2-4　簡易渓間工測量歩掛（参考歩掛）

　　4-10-8　簡易横断幅杭設置

第7　治山事業測量
　7-2　渓間工測量
　　7-2-3　渓間工測量歩掛

　 7-3　山腹工測量
　　7-3-3　山腹工測量歩掛

　　7-3-4　簡易山腹工測量歩掛（参考歩掛）

　3-3　標準歩掛

第3　林業専用道計画書作成業務
　3-1　適用範囲
　3-2　項目別作業内容

第３章　設計業務標準歩掛
　第２　渓間工設計
　　2-2-1　治山ダム（透水型・遮水型）実施設計
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